
令和 7 年 3 月

令和 7 年度 令和 16

１．事業概要

（１）

① 給　水

㎥/日

㎥

② 施　設　

㎥／日

③ 料　金

別添３－１

小国町工業用水道事業経営戦略

団 体 名 ： 山形県西置賜郡小国町

事 業 名 ： 小国町工業用水道事業

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～ 年度

事業の現況

供 用 開 始 年 月 日
一部　平成7年7月1日
全部　平成20年4月1日 契 約 水 量 4,900

給 水 先 事 業 所 数 1 一 日 平 均 配 水 量 4,377

水 源

浄水場設置数 1

配水池設置数 1

現 在 配 水 能 力 6510 ㎥／日 契 約 水 量 4900

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　基本料金20円/㎥、超過料金90円/㎥、メーター使用料5,000円/月
　給水先の支援を目的として、基本料金を基準料金の半分以下に設定している。

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

平成14年1月1日

施 設 数 管 路 延 長 2 千ｍ

　表流水　, 　ダム　, 　伏流水　, 　地下水　, 　受水　, 　その他



④ 組　織

（２）

（３）経営分析

(R3) 35,830 千円 (R4) 35,830 千円 (R5) 35,928 千円

(R3) 906 千円 (R4) -115 千円 (R5) 867 千円

(R3) 100.99% (R4) 99.40% (R5) 100.65%

(R3) 57,800 千円 (R4) 58,800 千円 (R5) 65,300 千円

(R3) 4,900 ㎥ (R4) 4,900 ㎥ (R5) 4,900 ㎥

(R3) 75.27% (R4) 75.27% (R5) 75.27%

(R3) 68.85% (R4) 69.62% (R5) 62.53%

(R3) 100.00% (R4) 100.00% (R5) 100.00%

これまでの主な経営健全化の取組

※　経営分析に用いる指標については、総務省が毎年度公表している「工業用水道経営指標」等を参考に各団体、各施設の実情に応じて適切なものを選択するこ
と。

料 金 収 入

純 損 益

経 常 収 支 比 率

他 会 計 負 担 金

契 約 水 量

現 在 配 水 能 力 に 対 す る
契 約 率
現 在 配 水 能 力 に 対 す る
施 設 利 用 率

料 金 回 収 率

【上記の指標等を踏まえた経営分析】

　料金収入は一定しており、支出も大幅な増減はなく、一般会計からの繰入金の額により損益が左右されている。

　年１回総点検を行い、その結果をもって予防修繕を長期計画的に実施し、施設の老朽化対策を行うことで経費の削減を目指している。



２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

水需要の予測

料金収入の見通し

施設の見通し

組織の見通し

　現在、受水企業への給水を継続しており、５ヵ年平均で1,586千m3/年となっており、今後もほぼ同量にて推移するものと見込んでいる。

　契約水量を超過していないため、料金収入は一定となっている。
　現在は、給水先の企業支援を目的として料金を基準料金の半分以下に設定しているが、将来的に施設維持費の増加が見込まれるため、給水先の合意を得られた上
での料基金値上げを検討している。

　例年実施ている機器点検の結果を基に、老朽化対策の建設改良工事を予定している。令和７年度は電気設備更新、令和８年度はスプロケットチェーン更新、令和
１６年度には中央監視装置更新を見込んでいる。

　現在と同様に、水道業務担当及び建設技術担当での兼務で引き続き業務を行っていく。
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年間配水量の推移と見込み

（千m3）



３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

　当町は、第２次産業に就労する人口割合が大きく、平成27年度国勢調査において就業者全体に対する割合が42%、総人口に対する割合は20%に達するほどであり、
その大部分は工業用水の給水先企業である。本事業は、当該給水先企業に対し、安定的でかつ上質な工業用水を低価格で供給することで企業を支援し、それにより
町の活力を保持することを目的としている。
　新たな設備投資よりも、長期的に経費が節減できるよう予防修繕を含めた老朽化対策を中心に実施し、既存設備を維持していく。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標 　予防修繕を含めた老朽化対策を行い、既存設備を維持する。

・予防修繕を含めた老朽化対策を行うことで長寿命化を図り、長期的な経費節減に取り組む。
・年１回機器設備の総点検を行っているため、その結果から優先度を勘案し計画的な更新を図る。
・令和７年度は電気設備更新、令和８年度はスプロケットチェーン更新、令和１６年度には中央監視装置更新を予定している。
・運転管理業務の費用削減として、遠方監視装置の導入による施設管理の省人化を推進する。



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資についての検討状況等

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標 　現行単価の増額改定による料金収入増加

民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

　予定なし

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

　予定なし

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

　予定なし

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

　予防修繕を含めた老朽化対策を行うことで長寿命化を図り、長期的な経費節減に取り組む。

施 設 の 共 用 化 　予定なし

そ の 他 の 取 組 　なし

・料金設定当初は長引く景気の低迷により、給水先の要望で減免措置を行った後、長期の経済対策として減額改定を行ったところであるが、近年生産拡大により景
気回復の兆しが見られることから、給水先と協議を進めた上で令和8年度から20円/㎥→25円/㎥に改定する見込みで作成した。
・給水先企業の支援を目的としている事業であることから、収支の不足分については一般会計からの繰出金により賄う。

・委託料に関する事項
　町職員を配置せず、浄水場現場業務を町内企業へ委託することにより、人件費の削減と企業支援及び24時間体制を確保していることから、今後も現在と同様の委
託形態をとることを基本としながら、遠方監視装置の導入により可能な省人化を推進し、委託経費の削減を目指す。
・修繕費に関する事項
　限られた予算の中で優先度の高いものから計画的に修繕を行う。
・動力費に関する事項
　燃料高騰等の要因により、一定の値上げ幅を含んだ動力費を見込んだ。

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向けた取組の方向性、
　検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。



②　財源についての検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

　優先度の高いものから計画的に行う。

　現在と同様とする。

　なし

　なし

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

料 金 　給水先企業と協議中であり、今後も引き続き十分な協議を行った上で料金改定の額及び時期を決定する。

企 業 債
　令和７年度に電気設備更新、令和８年度にスプロケットチェーン更新、令和１６年度には中央監視装置更新の財源につ
いては企業債を活用する予定

繰 入 金 　現在と同様に、収益的収支の不足分を一般会計より繰り入れる。

資産の有効活用等（*）による
収 入 増 加 の 取 組

　汚泥の再利用や雑用水としての活用について検討する。

そ の 他 の 取 組 　なし

*　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

委 託 料 　現在と同様とする。

修 繕 費

動 力 費

職 員 給 与 費

そ の 他 の 取 組

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　5年を目安に進捗管理や見直しを行うこととするが、給水先企業の操業状況によるところも勘案しながら、今後の動向
に大きな変化が想定される場合は、適切な時期に更新することとし、その際に事後検証を行う。



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

2025 年 度 2026 年 度 2027 年 度 2028 年 度 2029 年 度 2030 年 度 2031 年 度 2032 年 度 2033 年 度 2034 年 度

１． (A) 36,393 35,932 35,832 35,809 39,390 39,390 39,390 39,390 39,390 43,329 43,329 43,329 43,329 38,674
(1) 35,770 35,868 35,780 35,809 39,390 39,390 39,390 39,390 39,390 43,329 43,329 43,329 43,329 38,674
(2) (B)
(3) 623 64 52

２． 68,156 75,174 72,985 68,162 64,275 64,275 64,173 63,451 63,362 59,423 59,423 59,423 59,423 64,867
(1)

(2) 9,356 9,341 8,646 8,114 7,808 7,808 7,706 6,983 6,895 6,895 6,895 6,895 6,895 7,684
(3) 58,800 65,833 64,339 60,048 56,467 56,467 56,467 56,467 56,467 52,528 52,528 52,528 52,528 57,184

58,800 65,300 64,338 60,048 56,467 56,467 56,467 56,467 56,467 52,528 52,528 52,528 52,528 57,184
(C) 104,549 111,106 108,817 103,972 103,665 103,665 103,563 102,841 102,752 102,752 102,752 102,752 102,752 103,541

１． 98,667 103,790 108,536 105,923 105,331 105,592 103,756 104,373 104,468 104,969 105,578 106,218 106,801 104,995
(1)

手当
福利費

(2) 57,508 62,442 67,807 66,769 67,369 67,976 68,588 69,205 69,828 70,456 71,090 71,730 72,376 67,981
7,147 5,987 7,356 6,688 6,748 6,809 6,870 6,932 6,994 7,057 7,121 7,185 7,250 6,810
4,079 4,194 5,400 4,684 4,726 4,769 4,812 4,855 4,899 4,943 4,988 5,032 5,078 4,769
1,673 4,831 7,130 7,194 7,259 7,324 7,390 7,457 7,524 7,592 7,660 7,729 7,798 7,325

44,610 47,430 47,921 48,202 48,636 49,074 49,515 49,961 50,410 50,864 51,322 51,784 52,250 49,077
備品費 42 14 63
消耗品費
通信運搬費 181 181 187 185 186 188 190 191 193 195 197 198 200 188
光熱費
公課
委託料 41,376 43,807 44,029 44,425 44,825 45,229 45,636 46,046 46,461 46,879 47,301 47,727 48,156 48,590
その他 3,010 3,427 3,641 3,592 3,624 3,657 3,690 3,723 3,757 3,790 3,825 3,859 3,894 300

(3) 41,159 41,348 40,729 39,154 37,962 37,616 35,168 35,168 34,640 34,513 34,488 34,488 34,425 37,014
２． 5,997 6,450 1,959 6,205 6,220 6,641 6,283 6,136 5,985 5,829 5,681 5,601 5,550 6,297
(1) 2,319 2,084 1,958 1,761 1,736 2,116 1,718 1,529 1,337 1,139 948 826 732 1,772
(2) 3,678 4,366 1 4,445 4,485 4,525 4,566 4,607 4,649 4,690 4,733 4,775 4,818 4,526

(D) 104,664 110,239 110,495 112,128 111,552 112,232 110,039 110,508 110,453 110,798 111,259 111,819 112,351 111,292
(E) △ 115 867 △ 1,678 △ 8,156 △ 7,887 △ 8,567 △ 6,476 △ 7,667 △ 7,700 △ 8,046 △ 8,507 △ 9,067 △ 9,598 △ 7,751
(F)
(G) 502
(H) △ 502

△ 115 867 △ 2,180 △ 8,156 △ 7,887 △ 8,567 △ 6,476 △ 7,667 △ 7,700 △ 8,046 △ 8,507 △ 9,067 △ 9,598 △ 7,751
(I) 19,264 20,130 18,452 10,296 2,410 △ 6,158 △ 12,633 △ 20,301 △ 28,001 △ 36,047 △ 44,554 △ 53,621 △ 63,219 △ 5,277
(J) 99,683 117,703 128,269 135,663 136,440 136,625 136,319 135,303 133,368 130,132 129,058 128,593 149,763 136,070

3,347 3,347 3,347 3,347 3,684 3,684 3,684 3,684 3,684 4,052 4,052 4,052 4,052 3,616
(K) 20,396 21,012 20,334 20,937 19,479 19,658 19,840 20,227 20,997 18,289 17,060 10,696 10,023 20,028

15,943 16,168 15,490 16,093 14,635 14,814 14,996 15,384 16,153 13,445 12,217 5,852 5,179 15,184

4,454 4,844 4,000 5,389 5,438 5,487 5,536 5,586 5,636 5,687 5,738 5,790 5,842 5,487
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 36,393 35,932 35,832 35,809 39,390 39,390 39,390 39,390 39,390 43,329 43,329 43,329 43,329 38,674

(N)

(O)

(P)

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 外 収 益
補 助 金

他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入
そ の 他

う ち 、 他 会 計 負 担 金
収 入 計

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
薬 品 費
修 繕 費
材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

支 払 利 息
そ の 他

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金
流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

本年度
R7〜R11の

平均値

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ） 52.93 56.02 51.50 28.75 6.12 △ 6,157.65 △ 12,633.36 △ 20,300.84 △ 28,001.33 △ 36,047.18 △ 44,553.90 △ 53,620.50 △ 63,218.95 △ 7,811.40

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

収

益

的

支

出



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

2025 年 度 2026 年 度 2027 年 度 2028 年 度 2029 年 度 2030 年 度 2031 年 度 2032 年 度 2033 年 度 2034 年 度

１． 5,900 7,900 7,000 20,000 40,000 100,000

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８．

９．

(A) 5,900 7,900 7,000 20,000 40,000 100,000

(B)

(C) 5,900 7,900 7,000 20,000 40,000 100,000

１． 5,940 7,920 7,000 22,000 49,937 7,063 7,127 7,191 7,256 7,321 7,387 7,453 100,000

２． 17,429 15,943 16,168 15,490 16,093 14,635 14,814 14,996 15,384 16,153 13,445 12,217 5,852

３．

４．

５．

(D) 23,369 23,863 23,168 37,490 66,030 21,698 21,941 22,187 22,640 23,474 20,832 19,670 105,852

(E) 17,469 15,963 16,168 17,490 26,030 21,698 21,941 22,187 22,640 23,474 20,832 19,670 5,852

１． 17,469 15,963 16,168 17,490 26,030 21,698 21,941 22,187 22,640 23,474 20,832 19,670 5,852

２．

３．

４．

(F) 17,469 15,963 16,168 17,490 26,030 21,698 21,941 22,187 22,640 23,474 20,832 19,670 5,852

(G)

(H) 15,943 16,168 15,490 16,093 14,635 14,814 14,996 15,384 16,153 13,445 12,217 5,852 5,179

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

2025 年 度 2026 年 度 2027 年 度 2028 年 度 2029 年 度 2030 年 度 2031 年 度 2032 年 度 2033 年 度 2034 年 度

58,800 65,300 64,338 60,048 56,467 56,467 56,467 56,467 56,467 52,528 52,528 52,528 52,528

58,800 65,300 64,338 60,048 56,467 56,467 56,467 56,467 56,467 52,528 52,528 52,528 52,528

58,800 65,300 64,338 60,048 56,467 56,467 56,467 56,467 56,467 52,528 52,528 52,528 52,528

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

本年度

補

塡

財

源

本年度

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

資

本

的

支

出



布設年月日 平 成 7 年 7 月 1 日

給水人口 人

計算期間
自 令 和 7 年 4 月
至 令 和 12 年 3 月

（　5年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

35,868 38,674 38,674

0 0 0

64 0 0

35,932 38,674 0 38,674

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

0

諸 手 当 0

福 利 費 0

0

0

0

0

0

0 0 0 0

給 料 0 0

諸 手 当 0 0

福 利 費 0 0

4,194 4,769 4,769 0

5,987 6,810 6,810 0

4,831 7,325 7,325 0

41,348 37,014 7,684 29,330

46,941 48,422 30,596 17,825

103,301 104,339 57,184 47,155

給 料 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

0

0

0

0

0 0 0 0

原価計算表

収　　入　　の　　部
金　　　　　　　　額

給 水 装 置 工 事 費

そ の 他

合 計

支　　出　　の　　部
金　　　　　　　　額

電 力 費

修 繕 費

用 水 費

減 価 償 却 費

そ の 他

小 計

浄 水 用 薬 品 費

電 力 費

修 繕 費

減 価 償 却 費

そ の 他

小 計

電 力 費

修 繕 費

減 価 償 却 費

そ の 他

小 計

項 目

料 金 (X)

項 目

人
　
件
　
費

給 料

人
　
件
　
費

人
　
件
　
費

取
水
・
貯
水
及
び
導
水
費

浄
水
及
び
送
水
費

配
　
　
　
水
　
　
　
費



　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

支　　出　　の　　部
金　　　　　　　　額

項 目

給 料 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

0

0

0 0 0 0

給 料 0 0

諸 手 当 0 0

福 利 費 0 0

14 0 0

0 0

0 188 188

0 0 0

0 0 0

0 0 0

2,084 1,772 1,772

0 0 0

4,841 4,994 4,994

6,938 6,953 0 6,953

110,239 111,292 57,184 54,108

54,108

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 0.71

＜料金水準についての説明＞

材 料 費

そ の 他

小 計

備 品 費

消 耗 品 費

通 信 運 搬 費

光 熱 費

修 繕 費

公 課

支 払 利 息

減 価 償 却 費

そ の 他

小 計

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

料 金 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

　収益的収支の財源不足額については、一般会計からの繰入金にて収支を賄うことで、料金水準を低く抑えている。
　支出に対して不足する資金については、料金改定を通してその一部を回収していく。
　資産維持費については、支出経費を料金にてまかなえていない状況を鑑み、計上していない。

給
水
装
置
工
事
費

人
　
件
　
費

人
　
件
　
費

一
　
般
　
管
　
理
　
費

１　投資・財政計画計上額（Ａ）欄は、直近の料金算定期間内における平均値を記載すること。
２　起債償還額が減価償却額を超えるときは，当分の間，その差額を一般管理費のその他の欄に記載して差し支えないこと。
３　資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等により増大することが見込まれる場合に、
使用者負担の期間的公平等を確保する観点から、実体資本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大分に係るもの）を、適正
かつ効率的、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算定し、計上するもの。そのため、資産維持費（Ｚ）欄は、「水道料金算定要領」
（公益社団法人日本水道協会）を参考に、所有している資産の規模、経営環境等の実情に応じ、料金算定に適切に反映すべき費用を記載す
ること。



【事業概要】

グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和元年度全国平均

山形県　小国町

業務名 業種名 現在配水能力（合計）（m3/日） 類似団体区分 施設数 １日平均配水量（m3）

法適用 工業用水道事業 6510 極小規模 1 4071 ■

資金不足比率（％） 自己資本構成比率（％） 給水先事業所数 契約水量（m3/日） 管理者の情報 －

- 82.20 1 4,900 非設置 【】

経営比較分析表（令和5年度決算）

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

2. 老朽化の状況について

2. 老朽化の状況

全体総括

①経常収支比率
　単年度の経常収支は若干の黒字ではあるが、収
益の多くを一般会計からの繰入金に依存している
状況が続いている。

④企業債残高対給水収益比率
　直近５年間は機器点検に基づいた最低限の設備
改修に留めており大きな投資を行っていないた
め、企業債残高の減少が続いている。

⑤料金回収率
　基準外繰出により収入不足を補填している状況
であるが、供給先企業と協議を進め、老朽化に伴
う改修経費分に係る料金改定を進めない限りは回
収率の改善が望めない。

⑦施設利用率
　給水先企業の操業が好調を維持しており、類似
団体と比較しても高い利用率を維持している。料
金改定と並んで契約水量の見直しも進めており、
契約水量が減少すれば、別企業の加入誘致も検討
が必要となる。

⑧契約率
　1社のみで一定となっている。

　設備の老朽化や電気料や薬品費の高騰が続いて
いることから、料金改定の協議を進め、収支の不
足分を一般会計からの繰出金に求めて、持続可能

　管路については耐用年数の概ね半分の期間が経
過しているため、更新等は計画していない。
　機械及び装置については、長期的に経費が節減
できるよう、毎年点検を行った結果を受け、予防
修繕を含めた老朽化対策と更新費用の平準化を
図っている。
　計画的に改修工事を実施し、単年度収支に大き
な影響が出ないよう、活用できる企業債や補助事
業等を活用して、計画的に更新を進めていく。

　本事業は町内の給水先企業に対し、安定的で上
質な工業用水を低価格で供給することにより企業
活動を支援し、それによって町内経済の活性化を
目的としている。
　今後新たな設備投資よりも既存設備の維持が大
きな課題となってくるため、長期的に経費が節減
できるよう予防修繕を含めた老朽化対策を中心に
実施し、長寿命化と維持費の平準化を進めること
が求められる。
　維持管理経費の財源確保のため、料金改定の協
議を進め、併せて一般会計からの繰出金にて財政
収支の損失を補填することにより、健全な企業経
営を目指す。


